
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

那須塩原市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

※『《別紙》財政比較分析表分析欄』をご覧ください。



《別紙》財政比較分析表分析欄記載事項 

 

【財政力指数】 

   本市には、大型製造事業所や水力発電施設があることなどから、類似

団体平均を上回る税収があり、０．８６と高い水準にある。今後も、行

政評価システム導入推進等により事務事業の評価・見直しを行い、行政

の効率化を図るとともに、県内市町村平均を下回った市税の徴収率向上

などによる歳入確保に努める。 

 

【経常収支比率】 

   本市は、類似団体平均を上回り、県内市町村平均も約９ポイント上回

っており、財政の硬直化が進んでいる。さらに、今後合併特例債の償還

により公債費の増加が見込まれるため、「定員適正化計画」による定員

管理や事務事業の評価見直しによる経常経費の削減に努め、財政の弾力

性の維持・向上を図る。 

 

【実質公債費比率】 

   本市は、類似団体平均を下回り、県内市町村平均をやや上回っている。

本市は、合併特例債の活用が可能なため、当面この削減については難し

い面はあるものの、緊急度・住民ニーズを的確に把握した事業の選択に

より、地方債の適正管理・適正執行により健全な財政運営に努める。 

 

【人口１人当たり地方債現在高】 

本市は、現在のところ類似団体平均を下回っているが、第２期ごみ処

理施設整備事業への負担金など、大型プロジェクトの財源として地方債

（合併特例債）を予定しており、今後、地方債残高の増加が見込まれる。

行政の効率化の推進とともに、適切な地方債運用を行い、財政の健全性

の維持に努める。 

 

【ラスパイレス指数】 

   新給与制度への移行が遅れたことにより、ラスパイレス指数が上昇し、

全国市平均及び類似団体平均を２．７ポイント上回り県内市の中でも３

番目の水準にある。給与制度への移行は完了したので、現在１３種類あ

る各種手当の総点検を行うなど、給与の適正化に努める。 



【人口1,000人当たり職員数】 

   本市は、類似団体平均、県内市町村平均を下回っている。今後も、事

務事業の評価・見直しのほか、組織機構の見直し、業務の民間委託等の

推進、施設の民営化などを進め、平成１７年度策定の「定員適正化計画」

により平成１７年度以降５年間で４．８％の削減を図る。 

 

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】 

   人件費、物件費及び維持補修費の合計額の人口１人当たりの金額が類

似団体平均をやや下回っている。人件費については、今後も民間でも実

施可能な部分については、指定管理者制度の導入などにより委託化を進

め、コストの低減を図っていく。また、「定員適正化計画」に基づく適

正管理に努め人件費を削減する。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


